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１． 研究成果の概要 

 

１.１ 研究の概要 

地域環境研究分野では、国内及びアジアの大気、水、土壌などの環境圏で発生する、国を越境するス

ケールから都市スケールの地域環境問題を対象に、観測・モデリング・室内実験などを統合した研究に

よって発生メカニズムを科学的に理解するとともに、問題解決のための保全・改善手法の提案と環境創

造手法の検討を進め、最終的にこれらを総合化することにより、地域環境管理に資する研究を推進する。 

具体的には、アジアを中心とする海外及び国内の大気環境評価・大気汚染削減、陸域・海洋環境の統

合的評価・管理手法、流域圏環境の保全・再生・創造手法、都市・地域のコベネフィット型環境保全技

術・政策シナリオ、快適で魅力的な地域環境の創造手法などに関する研究を推進すると同時に、地域環

境変動の長期モニタリングを実施する。 

① 広域大気環境管理の推進に貢献するよう、東アジアの広域越境大気汚染を対象に、観測とモデルを

統合して、半球／東アジア／国内のマルチスケール大気汚染の実態を解明し、越境大気汚染の国内



への影響評価手法を確立する。（「東アジア広域環境研究プログラム」のプロジェクト１にて実施） 

② 陸域・海洋の統合環境管理施策の立案に貢献するよう、陸域の人間活動が、水・大気圏を経由して

東シナ海・日本近海の海洋環境に及ぼす影響を観測とモデルにより解明し、陸域負荷変動に対する

海洋環境の応答をマルチスケールで評価する。（「東アジア広域環境研究プログラム」のプロジェク

ト２にて実施） 

③ 流域圏の保全・修復に貢献するよう、流域圏における生態系機能及び関連環境因子の定量的関係を、

窒素・炭素等の物質循環の視点から評価する。（「流域圏生態系研究プログラム」において、生物・

生態系環境研究センターと連携して実施） 

④ 都市・地域のコベネフィット型環境技術システムを開発し、その社会実証プロセスを提示する。（「環

境都市システム研究プログラム」において、社会環境システム研究センターと連携して実施） 

⑤ 地域環境の問題解決と創造に貢献するよう、都市・地域大気環境や流域圏環境の保全・再生・創造

に係る基盤的研究を、他の研究センターと連携して実施する。 

⑥ 大気環境や水環境の長期モニタリングを実施し、地域環境変動を把握する。（大気環境の長期モニタ

リングは環境研究の基盤整備として、また、水環境の長期モニタリングは生物・生態系環境研究セ

ンター、環境計測研究センターと連携して実施） 

  

１.２ 今年度の実施計画概要（平成２３年度国立環境研究所年度計画に準ずる。） 

国内及びアジアの大気、水、土壌などの環境圏で発生する、国を越境するスケールから都市スケール

の地域環境問題を対象に、観測・モデリング・室内実験などを統合した研究によって発生メカニズムを

科学的に理解するとともに、問題解決のための保全・改善手法の提案と環境創造手法の検討を進め、最

終的にこれらを総合化することにより、地域環境管理に資する研究を推進する。（図１参照） 

 

① 半球／東アジア／国内のマルチスケール大気汚染の実態を解明し、越境大気汚染の国内への影響評

価手法を確立するために、東アジアの広域大気汚染を対象とした野外観測ならびに数値モデルの開

発など、観測とモデルの統合的研究に着手する。 

② 陸域の人間活動が、水・大気圏を経由して東シナ海・日本近海の海洋環境に及ぼす影響を評価する

ために、長江からの汚濁流下と東シナ海への影響を対象とした調査ならびに数値モデルの開発に着

手する。 

③ 流域圏における生態系機能及び関連環境因子の定量的関係を、窒素・炭素等の物質循環の視点から

評価する研究の詳細な実施計画を作成し、生態系機能及び環境関連因子の定量評価手法の開発なら

びに典型的な自然生態系（森林や湖沼、沿岸域等）を対象としたモニタリングに着手する。 

④ 都市・地域大気環境や流域圏環境の保全・再生・創造に係る研究に着手する。都市・地域のコベネ

フィット型環境技術システムを開発するため、生活排水の適地処理技術に関するパイロットスケー

ル実証試験の準備をタイにおいて行い、関連するデータベース等の構築を開始する。 

⑤ 東日本大震災によって発生した環境放射能汚染を対象に、他の研究センターと連携して、放射性物

質の環境動態研究を進める。 

⑥ 大気環境や水環境の長期モニタリング計画を作成し、モニタリングを開始する。沖縄辺戸と長崎福

江において大気質モニタリングを実施する。霞ケ浦等の湖沼や流入河川において水質・生物モニタ

リングを実施する。 

 

 



 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 累計 

①運営費交付金  250.4      

②総合科学技術会議が

示した競争的資金 

   178.2 

   (230.0) 
     

③②以外の競争性のあ

る資金(公募型受託費

等) 

     42.3 

      
     

④その他の外部資金 
       0 

 
     

総額 
470.9 

  (522.7) 
     

注 1. 括弧内は、再委託費を含めた金額。 

１.３ 研究予算 

 
図１ 地域環境研究分野の研究構成 

PJ1 マルチスケール大気汚染 PJ2  東ｼﾅ海・日本近海の海洋汚染

東アジア広域環境ＰＧ

分野横断研究
（都市大気、廃棄物関係等）

資源循環・廃棄物C

地域環境Ｃ

環境研究の基盤整備（地域環境長期モニタリング）
レンドモニタリング大気環境観測（沖縄・辺戸、長崎・福江） GEMS/Water 霞ヶ浦ト

震災対応研究
（環境放射能、干潟影響）

環境健康C 環境リスクC

環境計測C 地球環境C

大型実験施設活用研究
低公害車実験施設 土壌環境シミュレータ 霞ヶ浦臨湖実験施設 海水マイクロコズム

地域環境分野の基盤研究
大気微粒子 流域圏の物質循環 都市沿岸海域の底質 液状廃棄物処理技術

地方環境研究所との共同研究
大気微小粒子 ブナ林生態系 沿岸海域環境

生物・生態系環境C PJ2  環境評価技術と自然再生評価

流域圏生態系ＰＧ

PJ1  生態系機能と環境因子

環境都市システムＰＧ

PJ2 環境調和型都市シナリオ

PJ1 環境技術・政策の社会実装

社会環境システムC

   （単位：百万円） 

 



 

１.４ 平成２３年度研究成果の概要（研究分野：地域環境研究分野） 

構成するプログ

ラム・基盤整備、

その他活動 

平成２３年度の 
目標 平成２３年度の成果（成果の活用状況を含む） 

当該分野の研究

活動 

地域環境の保全・再

生に資する研究を

開始する。具体的に

は、都市のコベネフ

ィット型環境技術

システムを開発す

るため、生活排水の

適地処理技術に関

するパイロットス

ケール実証試験の

準備をタイで行う。

都市・地域大気汚染

や流域圏の物質循

環に関する基盤的

研究に着手する。放

射性物質の環境動

態を把握するため

に、環境多媒体での

モニタリングとモ

デリングを実施す

る。大気環境や水環

境の長期モニタリ

ング計画を作成し、

大気質と水質・生物

のモニタリングを

開始する。 

①環境技術開発研究：環境都市システム研究プログラムにおいて、バンコクにおける排水処理技術開発研究が現

地研究機関との協働によって進み、年内に試験を開始する目途が立った。また、実証試験結果の他地域への

普及と適応性評価のための現地での研究ネットワークができつつある。一方、タイで研究を進めているバイ

オエタノール製造廃液等に対するメタン発酵処理システムは、開発途上国にも適用可能で温室効果ガスの排

出抑制と炭素循環に貢献するコベネフィット型処理技術としての可能性が示されており、今後、現地での適

用・普及に向けた研究展開が必要である。 

②震災対応研究：環境放射能汚染と干潟環境影響に関する研究を進めた。前者に関しては、福島原発から大気中

に放出された放射性物質の挙動をモデル解析し、その沈着量の広域分布を明らかにした。この結果は世界で最

初に国際学術誌に発表され、そのエッセンスが Nature 誌でも取り上げられた。更に、科学的知見を国・地方

自治体に提供し、また、多くの報道発表・誌上発表を通して、放射能汚染に関する科学的情報を社会に発信し

た。また、震災直後から、つくば周辺で、大気、湖、土壌、水生生物などの放射能測定を継続的に実施し、そ

の実態と挙動の把握を進めた。後者に関しては、宮城県・蒲生干潟の津波影響に関するフィールド研究が東北

大学等との共同研究によって進み、自然環境への影響と回復に関する貴重な知見が得られつつある。 

③都市大気汚染、土壌汚染に関する分野横断型研究：「二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関する研究」

において、都市大気中の有機二次粒子の測定、実験、モデル、毒性評価を一体的に進めることにより、その

粒子が酸化ストレスを発現させることが分かり、過酸化物が酸化ストレス発現と関係することが示唆された。

また、「汎用 IT 製品中金属類のライフサイクルに着目した環境排出・動態・影響に関する横断連携研究」で

は、製品ライフサイクルの視点から製品廃棄物の土壌環境での動態・影響を把握するための準備を進めた。 

④流域圏の物質循環等に関連する研究：湖沼の有機物、森林の窒素、河川流域の炭素、都市沿岸海域などを対象

とした物質循環・環境影響に係る基盤的研究が進み、流域圏における物質循環に関する科学的知見が得られ

つつある。 

⑤地方環境研究所との共同研究：全国の地方環境研究所の参加により、大気、沿岸海域、森林生態系を対象とし

た共同研究を実施し、地方環境問題の解決に資する科学的知見の集積と広範な研究ネットワークの構築が進

んだ。 

⑥環境研究の基盤整備：東アジアにおける大気質変化を解明するための 沖縄辺戸・長崎福江における長期モニ

タリング、環境計測研究センター及び生物・生態系環境研究センターと連携した GEMS/Water 霞ヶ浦トレンド

モニタリングが計画通り進捗している。 



研究プログラム

「東アジア広域

環境研究プログ

ラム」 

東アジアの広域大

気汚染を対象にし

た新規観測を検

討・開始するととも

に、化学輸送モデル

や排出インベント

リの開発、越境大気

汚染による国内へ

の影響評価研究に

着手する。数値モデ

ルと現地調査とに

基づく長江流域負

荷の推計、数値モデ

ルと航海観測・培養

実験に基づく東シ

ナ海への影響把握

に着手する。大気汚

染・水質汚濁負荷の

将来・削減シナリオ

の検討を開始する。 

地上や船舶等を用いたアジアにおけるバックグランド大気中のオゾン・エアロゾルのモニタリング観測を開始

するとともに、アジア大陸からの越境汚染の影響を強く受ける九州地域において大気汚染物質の観測を開始し

た。また、マルチスケールにおける化学輸送モデルと排出インベントリの開発・改良が進んだ。具体的には、自

由対流圏中の観測やユーラシア大陸内部における観測の検討進めるとともに、アジアのバックグラウンド・オゾ

ンの長期変化を解析し、その濃度レベル・増加率が欧米を上回っていることを明らかにした。また、九州北部地

域（福岡市と長崎県福江島）におけるエアロゾルの包括的観測を開始し、越境輸送によるPM2.5の相対的寄与率を

推計するとともに、当該地域における疫学調査の準備を進めた。また、マルチスケール化学輸送モデルの開発・

改良、2000-2008 年のアジア域排出インベントリの作成、日本の排出インベントリの整備を進めた。さらに、越

境大気汚染が日本国内の植物に及ぼす影響評価のための観測・実験的研究に着手し、初期的な結果を得た。 

長江流域圏から海域への水質汚濁負荷量の経年変化の評価ならびに土地利用・社会経済・環境政策の変化に対

応した汚濁負荷量予測手法の開発を進めた。具体的には、長江デルタ域における社会経済活動に基づくマクロ

型・分布型汚濁発生インベントリ（2000 年対象）、長江全流域における土地利用と汚濁負荷量の関係解析のため

のシミュレーションモデル、長江下流の大通における水質観測体制を構築した。また、東シナ海における赤潮形

成等の広域環境変調の実態把握のための航海観測を 2011 年 6 月に実施するとともに、2010 年度の観測データを

解析して底層水から混合層への栄養塩供給速度を評価した。更に、大型培養槽（海水マイクロコズム）を用いた

赤潮形成藻類の培養実験により、渦鞭毛藻の日周鉛直移動特性の解明を進めた。これらの観測・実験に基づき、

海洋生態系モデル・流動モデルの高度化と再現計算に取組んだ。 

社会環境システム研究分野と連携して、アジア域の大気汚染物質排出シナリオの作成を進めた。また、中国陸

域の水質汚濁負荷削減シナリオを作成するため、中国の農業・工業政策と汚濁発生・抑制関係の解析を進めた。 

研究プログラム

「流域圏生態系

研究プログラム」

森林、湖沼、沿岸域

を対象として、人為

由来の慢性的高負

荷環境条件が生態

系機能に及ぼす影

響の実態把握と機

構解明に着手する。

メコン河を対象に、

研究サイトを選定

しサンプリング体

制を整備する。魚類

の耳石サンプルを

分析し、回遊魚の回

遊生態を解明する。 

研究対象となる調査地・場が決定され、生態系機能と環境因子の連動関係を定量評価する手法の開発・検討が

なされた。プログラム全体を通じて、生物体の存在量・動態、生物地球化学反応と環境因子の間に強い因果関係

が認められた。 
プロジェクト１「生態系機能と環境因子の連動関係の定量評価に関する研究」では、人為由来の慢性的高負荷

環境条件をキーワードに、流域圏の典型的な自然生態系ユニットである、森林域、湖沼、沿岸域それぞれの生態

系機能の定量評価、特に慢性的高負荷による影響（窒素飽和、富栄養化・難分解性有機物増加、グリーンタイド）

の実態把握とメカニズムの解明を目的に、長期的なモニタリングと新規測定手法の開発を開始した。いずれの対

象ユニットにおいても、環境因子と生態系機能のリンケージに対する生物多様性の深い関与を示す結果が得られ

つつあり、生態系機能の定量評価を行う上で、生物多様性との相互関係性が重要であることが改めて示唆された。 
プロジェクト２「戦略的環境アセスメント技術の開発と自然再生の評価」では、タイ・ウボンラチャタニ県の

メコン流域にあるシリントーン・ダム貯水池にて底泥と湖水の予備的調査を現地のウボンラチャタニ大学、また

ダム貯水池を管理するタイ水産局と共同で実施した。また、これまでに採集した淡水魚の耳石のうち、メコンの

代表的水産有用種であるコイ科回遊魚の耳石について元素分析をほぼ終了し、その成果が Nature 誌のニュース

として紹介された。 



 

１.５ 今後の研究展望 

 

第１回外部研究評価委員会において以下の指摘を受けた。 

①各課題が羅列的で全体としての方向性がわかりづらく、優先して行うべきことを精査すべきである。 

②地域環境問題の総合的かつ実効的な解決策の確立に向けての努力を期待する。そのために，大気・水・

土壌の研究者ネットワークを活かし，また，地球分野や健康分野との連携を強化し，更には他機関と

も協働することにより分野横断的な研究を推進して欲しい。 

③地球環境研究分野との連携と、領域－局所（都市）など、シームレスな観測・モデル・解析を行うこ

とが重要である。 

④対象地域の選定が、環境問題のある地域で解決策を探っているのか、自然環境の違う地域を調査し、

共通した環境プロセスを導きだそうとしているのかを明確にすべきである。 

 

これらの指摘に対して、これまでに以下のような取り組みを実施した。 

①に関して：地域環境分野に関係する３つの研究プログラム（東アジア広域環境、流域圏生態系、環境

都市システム）、２つの分野横断研究（都市大気、汎用 IT 製品ライフサイクル）、環境放射能研究、

及び、地方環境研究所との共同研究に重点を置いて研究を進めている。 

②に関して：東アジア広域環境研究プログラムや流域圏生態系研究プログラムにおいて、大気から水・

土壌への窒素負荷に着目した研究や放射性物質の環境動態研究を実施している。また、健康分野との

連携研究は、重要な分野横断研究の一つと考えており、東アジア広域環境研究プログラムや分野横断

型研究において大気汚染による健康影響に関する研究を実施している。 

③に関して：東アジア広域環境研究プログラムにおいて、地球環境研究センターと連携して半球スケー

ル大気汚染の研究を進めるとともに、半球－東アジア－日本－都市を対象としたマルチスケール研究、

観測・モデル・データ解析を統合した研究を実施している。また、流域圏生態系研究プログラムや特

別研究等においても、観測・モデル・室内実験などの研究手法を統合した研究を進めている。 

④に関して：地域環境研究分野における短中期的ゴールは、地域で発生している環境問題の解決に貢献

することであるが、中長期的には、複数の地域環境研究から共通する法則性を見出して一般化する研

究へと発展させたいと考えており、その方向で研究を進めている。 

 

今後、定期的に開催している研究セミナーなどを通じて、研究課題間の連携を図りつつ、年度計画に

沿った研究を進める予定である。 
 

 

 

１．６ 自己評価 

 

当初、震災影響等のために研究に遅れが見られたが、その後は回復し、現時点では研究の立ち上がり

がほぼ終了し、今年度計画の達成に向けて概ね順調に研究が進捗しつつある。今後、定期的に開催して

いる研究セミナーなどを通じて、研究課題間の連携を図りつつ、年度計画・年度目標に沿った研究を進

める予定である。 
 

 

 

２． 誌上発表及び口頭発表の件数 

（件） 

誌上発表 書籍 口頭発表 特許等 

査読なし     査読あり 

  6                  44 

 

4 

国内      国外 

153              51 

 

0 

 

 

 



当該分野の研究活動                       

（研究プログラムと個別評価を受ける環境研究の基盤整備を除く）  

              

代表者： 地域環境研究センター 

     センター長、大原利眞 

  

構成者： 

[地域環境研究センター]    

  大気環境モデリング研究室 大原利眞（室長）、永島達也（主任研究員）、森野悠（研究員）、 

西澤匡人（特別研究員） 

  広域大気環境研究室    高見昭憲（室長）、佐藤圭、清水厚（主任研究員）、 

伊禮聡、三好猛雄（特別研究員） 

  都市大気環境研究室    大原利眞（室長）、菅田誠治、近藤美則（主任研究員） 

  水環境管理研究室     稲葉一穂（室長）、岩崎一弘、永野匡昭、山村茂樹（主任研究員） 

  湖沼・河川環境研究室   今井章雄（室長）、小松一弘、冨岡典子、高津文人（主任研究員）、 

篠原隆一郎、佐藤貴之（特任研究員） 

  海洋環境研究室      中村泰男（室長）、牧秀明、越川海、東博紀（主任研究員）、 

金谷弦（特任研究員） 

  土壌環境研究室      林誠二（室長）、村田智吉、越川昌美（主任研究員）、渡邊未来（研究員）、 

渡邊圭司（特別研究員） 

  地域環境技術ｼｽﾃﾑ研究室  大原利眞（室長）、水落元之、珠坪一晃（主任研究員）、岡寺智大（研究員）、 

大場真、小野寺崇（特別研究員） 

主席研究員        王勤学（主席研究員）、楊永輝、孫志剛（特別研究員） 

主席研究員        清水英幸（主席研究員）、小林祥子（特別研究員） 

 

 ※所属・役職は11月１日時点のもの。また、*)印は過去に所属していた者を示す。 

 

１． 研究成果の概要 

 

１.１ 研究の概要 

地域環境研究分野では、国内及びアジアの大気、水、土壌などの環境圏で発生する、国を越境するスケー

ルから都市スケールの地域環境問題を対象に、観測・モデリング・室内実験などを統合した研究によって発

生メカニズムを科学的に理解するとともに、問題解決のための保全・改善手法の提案と環境創造手法の検討

を進め、最終的にこれらを総合化することにより、地域環境管理に資する研究を推進する。 

具体的には、アジアを中心とする海外及び国内の大気環境評価・大気汚染削減、陸域・海洋環境の統合的

評価・管理手法、流域圏環境の保全・再生・創造手法、都市・地域のコベネフィット型環境保全技術・政策

シナリオ、快適で魅力的な地域環境の創造手法などに関する研究を推進すると同時に、地域環境変動の長期

モニタリングを実施する。地域環境研究センターが主担当となっている研究プログラム（東アジア広域環境

研究プログラムと流域圏生態系研究プログラム；後出の様式３参照）を除く研究の概要は以下の通りである。 

① 都市・地域のコベネフィット型環境技術システムを開発し、その社会実証プロセスを提示する研究を、

「環境都市システム研究プログラム」（主担当は社会環境システム研究センター）において進める。 

② 都市・地域大気環境や流域圏環境の保全・再生・創造に係る基盤的研究を、他の研究センター（資源循

様式 2 



環・廃棄物研究センター、環境リスク研究センター、生物・生態系環境研究センター、環境健康研究セ

ンター、環境計測研究センター）や全国の地方環境研究所と連携して実施する。 

③ 東日本大震災によって発生した環境放射能汚染を対象に、他の研究センター（資源循環・廃棄物研究セ

ンター、環境リスク研究センター、生物・生態系環境研究センター、環境計測研究センター）と連携し

て、放射性物質の環境動態研究を進める。 

④ 「環境研究の基盤整備」として、大気環境や水環境の長期モニタリングにより地域環境変動を把握する。 

 

 

１.２ 今年度の実施計画概要 

地域環境の保全・再生に資する研究を開始する。 

① 都市・地域のコベネフィット型環境技術システムを開発するため、生活排水の適地処理技術に関するパ

イロットスケール実証試験の準備をタイにおいて行い、関連するデータベース等の構築を開始する。 

② 都市・地域大気汚染や流域圏の物質循環に関する基盤的研究を継続もしくは新規に開始する。 

③ 放射性物質の環境動態を把握するために、環境多媒体でのモニタリングとモデリングを実施する。 

④ 大気環境や水環境の長期モニタリング計画を作成し、沖縄辺戸と長崎福江において大気質モニタリング

を、霞ケ浦等の湖沼や流入河川において水質・生物モニタリングを、それぞれ継続する。 

 

１.３ 研究予算 

（単位：百万円） 

 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 累計 

①運営費交付金 175.8      

②総合科学技術会議が示

した競争的資金 

   178.2 

   (230.0) 
     

③②以外の競争性のある

資金(公募型受託費等) 
     42.3          

④その他の外部資金       0      

総額 
396.3 

  (448.1) 
     

注1.括弧内は、再委託費を含めた金額。 



１．４ 平成２３年度研究成果の概要（当該分野の研究活動：地域環境研究分野） 

構成するプロジ

ェクト・活動等 
平成２３年度の 

目標 
平成２３年度の成果（成果の活用状況を含む） 

 

【環境都市研究プ

ログラムの一部】 

コベネフィット

型環境技術シス

テムの開発と社

会実証プロセス

の検討  

[社会環境システ

ム研究センター

と連携] 

水、エネルギー、資源循環を制御す

る環境イノベーション技術・施策の

研究開発のために、生活排水の適地

処理技術に関するパイロットスケ

ール実証試験の準備をタイにおい

て行い、関連するデータベース等の

構築を開始する。 

 

現地における建設・運転管理コストおよび想定される処理規模の制約条件からスポンジを担体に用い

た散水ろ床法を開発対象技術として、タイのバンコク都下廃水部およびキングモンクット大学との間

に共同研究協定を結び、実証試験をバンコク市の Thungkru 下水処理場で実施することで合意した。

試験に供する排水は処理場流入原水を用い、実証試験装置の処理規模は 1 日あたり 1m3として、装置

の設計を経て、12月上旬の試験開始を目処に装置の製作および組み立てを行っている。上記の共同研

究協定に基づき、タイ国内で公表されている統計資料を入手し、生活排水を含む都市排水に関連した

汚濁負荷発生量のインベントリー作成を開始した。また、実証試験結果の他地域への広範な普及およ

び適応性評価のために、コンケン大学、アジア工科大学等との研究ネットワーク作りに着手した。な

お、今般の洪水により、実証試験の開始には2ヶ月以上の遅延が想定される。 

【特別研究(継続)】

湖沼における有

機物の循環と微

生物群集との関

係に関する研究 

(1)ブロモデオキシウリジン

(BrdU)法により放射性同位体を使

用せずに細菌2次生産速度を測定

する。(2)特異的プライマーを開発

し，アオコ形成藻類の動態を詳細

に評価する。(3)細菌生産速度と溶

存有機物(DOM)の分解性・化学特性

の関係を評価してDOMの難分解性

化メカニズムを検討する。(4)モデ

ル解析により湖内特定地点におけ

るDOMの寄与算定を行う。 

(1)BrdU法の完全放射性同位体フリーを目指して細菌中のBrdU濃度の定量（LC/MS）を実施した。DNA

抽出前処理過程でかなりの量が分解することがわかった。(2)アオコを形成する藍藻Microcystis属

の存在密度と動態を定量PCRによって評価した。Microcystis属の増殖は光供給量に依存することが

わかった。(3)湖水分解実験における細菌2次生産速度や光学異性別アミノ酸組成の結果から，霞ヶ

浦湖水の難分解性DOMは主に細菌起源（30-60%）であると示唆された。(4) モデル解析(01-07年)に

よって難分解性フミン物質の特定地点での起源別寄与を算定した。湖心での平均寄与率は，桜川

25.3%，恋瀬川12.5%，小野川10.2%，他河川36.5%，下水処理水2.7%，底泥溶出は湖心域9.2%，土

浦入り域1.7%，高浜入り域1.9%であった。河川水の寄与が卓越していた。湖心域の溶出寄与は特徴

的な経年変動を示し，05年に急減したが06年以降は急上昇した。 



【特別研究(継続)】

窒素飽和状態に

ある森林域から

の窒素流出負荷

量の定量評価お

よび将来予測 

筑波山森林試験地を主な対象とし

た物質収支調査を行い、過去の観

測結果との比較から窒素飽和の推

移を定量評価する。カルシウム供

給能という観点で脆弱な地質であ

る花崗岩を母岩とした複数の森林

集水域を対象に、ストロンチウム

同位体比等をトレーサーとした渓

流水中のカルシウム起源を明らか

にする。 

①窒素飽和の長期推移 

1980年代の調査結果との比較から、大気降下物経由での窒素流入負荷量は減少傾向にあるものの、

窒素飽和の指標となる平水時の渓流水中の硝酸態窒素濃度は、80年代に比べて試験地全体で1.4倍

上昇していた。また、年間の無機態窒素収支も流出負荷量（22kgN・ha-1）が流入負荷量（13kgN・ha-1）

を約1.7倍上回っていた。以上から、森林生態系における窒素過多の傾向はより顕著となり、流入量

よりも流出量が明らかに上回る真の窒素飽和状態に陥っていることが明らかとなった。 

②地質的に脆弱な森林集水域におけるカルシウム起源推定 

 渓流水ととともに集水域内の降水、土壌、樹木、母岩それぞれのストロンチウム安定同位体比やカ

ルシウム・バリウム比の測定から、カルシウム供給源として既知の降水や地質だけでなく、新たに火

山灰堆積物が極めて重要な役割を担っていることが明らかになった。 

【特別研究(継続)】

都市沿岸海域の

底質環境劣化の

機構とその底生

生物影響評価に

関する研究 

前年度と同様の定点観測を引き続

き行うと共に，硫化物生成と蓄積が

底質の酸素消費等の物質循環にお

よぼす影響を評価する。底質環境モ

デル開発においては，硫化物発生過

程の構造化に着手・検証を行う。 

東京湾奥部での定点観測において，従来測定されている底泥の AVS（酸揮発性硫化物）に比べて本特

研で測定している間隙水中の遊離硫化水素は明確な季節間・地点間変動を示し，底生動物の生息環境

としての底質の劣化をより適性に表す指標であることがわかった。京浜運河の大井人工干潟（品川区）

において底生動物の餌利用を安定同位体比から推定した。その結果，同干潟では「栄養塩→微細藻類

→底生動物」という食物連鎖が重要であり，底生動物が栄養塩の一時的貯蔵体（シンク）として機能

していることが示唆された。 

【特別研究(継続)】

資源作物由来液

状廃棄物のコベ

ネフィット型処

理技術の開発 

 

多量の温室効果ガスの排出と水環

境汚染の原因となっている糖蜜系

廃液（バイオエタノール製造廃液

等）に対して、独自に開発したメタ

ン発酵処理システムを用いた連続

処理試験を行い、硫化物やカチオン

等による阻害を回避しつつ廃水を

無希釈（低希釈）で安定処理するた

めの運転操作条件の検討と性能評

価、処理プロセスの運転管理のため

の指標となる保持汚泥の微生物学

的な知見収集を行う。また、タイ（コ

 酸生成槽と新規に開発した高負荷対応型メタン発酵槽との組み合わせによる糖蜜系廃液の連続処

理試験と性能評価を行った。その結果、酸生成槽での糖成分の効率的な酸生成、気・固・液分離部を

多段に設置したメタン発酵槽における効率的な硫化水素排除と菌体保持、処理水循環によるアルカリ

度の供給等により、流入COD濃度80-120 gCOD/lの超高有機物濃度廃液の安定処理が可能な処理シス

テムを構築することに成功した。最終的な処理性能として、COD容積負荷 20-25 kgCOD/m3/dayを達成

し、既存の安定化池処理や簡易発酵槽に比べ、5-10倍の有機物処理速度を示した。 

 また有機物除去効率についても、適切な後段処理システムの採用等により、COD除去率95％、BOD 除

去率 99％を達成した（糖蜜供給時）。糖蜜廃液に多く含まれるカリウムがメタン発酵微生物の活性に

及ぼす影響を評価し、特に酢酸資化性メタン生成細菌への強い阻害性が明らかになり、安定運転のた

めの酢酸濃度モニタリングの必要性が示された。 

 タイで実施した実バイオエタノール廃液処理試験の結果、安定した処理性能が発揮され、提案シス

テムの実廃液処理への適用可能性が示された。また、処理後の廃液のサトウキビへの施肥試験を行い、



ンケン大学と連携）における糖蜜系

バイオエタノール製造廃液の処理

試験と、処理後の廃液を液肥として

の利用する場合の効果や環境影響

の評価を継続して行う。更に、提案

システムの創エネルギー効果・温暖

化ガス抑制効果について試算する。

その効果が認められた。加えて、処理廃液の畑地への散布は、安定化池への廃液貯留に比べ温室効果

ガスの排出の点で有利であった（精糖企業, MitrPhol Sugarcane Research Centerとの連携）。 

 提案システムによる糖蜜系廃液処理では、曝気電力が不要でメタンエネルギーが回収可能なメタン

発酵や省エネルギー型の後段処理法の採用と性能最適化により、電力基準で約 10 倍の高いエネルギ

ー収率（生産/消費の割合）を発揮し、開発途上国にも適用可能で温室効果ガスの排出抑制と炭素循

環に寄与出来るコベネフィット型処理技術としての可能性が示された。 

 

【特別研究(継続)】

二次生成有機エ

アロゾルの 環境

動態と毒性に関

する研究  

[環境計測、環境

リスク、環境健康

の各研究センタ

ーと連携] 

二次生成有機エアロゾル(SOA)の毒

性を評価するために、室内チャンバ

ーを使ってキシレンから生成した

SOA及び野外で捕集した大気微粒子

を細胞曝露して酸化ストレスを計

測する。また、フィールド観測とモ

デルにより、大気環境中の微小粒子

の毒性を評価する研究に取り組む。

大気中への放出量が多いキシレンから生成する二次生成有機エアロゾル（SOA）を室内チャンバー

で生成し、細胞に曝露した結果、アルファピネン、トリメチルベンゼンから生成したSOAよりも酸化

ストレスに対応する遺伝子が多く発現した。 

大気微粒子を筑波と騎西（埼玉）で捕集し、抽出液を細胞に曝露した結果、酸化ストレスに対応す

る遺伝子が発現した。また、KI法で測定した過酸化物量と酸化ストレスの発現に良い相関がみられた。

これらのことから大気中で生成するSOAも酸化ストレスを発現させることが分かり、過酸化物が酸化

ストレス発現と関係することが示唆された。 

【奨励研究】 

河川水の溶存無

機炭素の安定同

位体比による河

川を含めた流域

の炭素循環の解

析 

河川水の溶存無機炭素(DIC)の濃度

および炭素安定同位体比を測定す

るとともに、大気平衡および土壌呼

吸の寄与を評価する。 

H2CO3
*の濃度とδ13C の解析結果から、小河川では水源が池や湿地など水の滞留時間の長くなる生態

系で大気平衡の寄与の大きな水系がいくつかみられたが、それ以外の多くは土壌呼吸由来の炭酸ガス

が主たるDICのソースになっていることが明らかとなった。 

 

【奨励研究】 

樹木葉圏におけ

る微生物群集が

アンモニア酸化

に及ぼす影響 

アンモニア酸化にかかわる樹木葉

圏微生物の検出およびその現存量 

や動態を解明する。 

林内雨培養実験および林内雨培養液中の硝酸イオンの酸素安定同位体比の測定より、樹木葉圏に微

生物活動によるものと推定されるアンモニア酸化（硝化）を確認した。また、樹木葉圏から古細菌由

来のアンモニア酸化遺伝子（amoA）を検出した。アンモニア酸化古細菌数は、樹種間および季節によ

り変動していることが示された。本研究により、樹木葉圏で微生物活動による硝化反応（アンモニア

酸化）が起こっている可能性が高いことを、世界で初めて明らかにした。 



【分野横断型研

究】 

汎用IT製品中金

属類のライフサ

イクルに着目し

た環境排出・動

態・影響に関する

横断連携研究 

[資源循環・廃棄

物、環境リスク研

究センターと連

携] 

IT製品、金属類（レアメタル、重金

属等）のライフサイクルに着目した

分野横断研究において、廃棄過程に

おける土壌圏への排出、環境動態、

ヒトや土壌圏生態系への曝露・影響

を把握する。本年度は、①廃IT製

品の研究用試料への調製方法の検

討、②含有する金属元素の種類と濃

度の特定と溶出レベルの確認、③溶

出したレアメタル元素の土壌内挙

動の長期試験、④土壌中および土壌

を分散させた水中での微生物とレ

アメタルとの相互作用の検討を実

施する。 

(1) 使用する廃IT製品の性状と調整および問題点の検討を行った。電子基板は基板を5mm片に裁断

して試料とするが、現在、その不均一性が問題となっている。ブラウン管ガラスは5～10cmのガラス

塊に調整した後に、さらに用途に合わせて粉砕して使用することとした。液晶画面は1.5cm角片に裁

断したものを凍結乾燥により粉砕して使用することとした。液晶画面は脱泡剤としてヒ素またはアン

チモンを含有していることから、種類別に調製することとした。 

(2) 廃 IT 製品からのレアメタル元素の溶出量は、溶出試験マニュアル（環告 46 号法）に基づいて

測定するが、試料の使用量が膨大となるため、改変法を作成することとし、現在予備試験を継続中で

ある。 

(3) 溶出したレアメタル元素の土壌内挙動は、実林内環境での降雨暴露試験、室内実験での土壌カ

ラム試験共に準備完了し、暴露を開始した。 

(4) 微生物とレアメタルとの相互影響は、溶出試験の結果を見て開始予定である。 

(5) 溶出試験および微生物影響試験では、震災対応の一環として、塩化ナトリウムを添加した系で

の測定も今後、実施する予定である。 

 

【新発想型研究】

藻類由来の有機

炭素濃度の算出

手法の開発 

（特異的プライ

マーを用いて） 

富栄養湖沼に多く存在する特定藻

類の存在量をそのrDNAに対する特

異的プライマーを用いて測定し、そ

の存在量から藻類由来の有機物量

を算出するための換算係数を算出

する。 

既にプライマー取得済みの藍藻類M. aeruginosa , P. agardhiiについては、優占している霞ヶ浦湖

水の特定種の rDNA 濃度と懸濁態有機物の測定結果から、rDNA 濃度から懸濁態有機物濃度への換算係

数の算出を行った。現在、Thalassiosiraceae spp.等の珪藻、緑藻類については、プライマーを設計

中であり、湖水及び培養菌株を用いて換算係数を算出する予定である。 

 

【震災対応研究】

放射性物質の多

媒体ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞと長

期ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに関す

る研究 

[環境計測、環境

リスク、生物・生

福島第一原発から大気中に放出さ

れた放射性物質の環境動態を解明

するために、環境多媒体モデルを開

発する。大気・湖水・森林・水生生

物の長期モニタリング体制を整備

し、データの初期解析を行う。 

大気シミュレーションモデルを用いて、福島第１原発から大気中に放出された放射性物質の広域的な

挙動を解析し、その沈着量の広域分布を明らかにした。この結果は世界で最初に国際学術誌に発表さ

れ、そのエッセンスが Nature 誌でも取り上げられた。更に、水道水や食品への影響に関する科学的

知見を国・地方自治体に提供し、また、多くの報道発表・誌上発表を通して、放射能汚染に関する科

学的情報を社会に発信した。一方、震災直後から、本研究所周辺、筑波山、霞ヶ浦において、大気、

湖、土壌、水生生物などの放射能測定を継続的に実施し、その実態と挙動の把握を進めている。現在、

大気モデルと陸域多媒体モデル、沿岸海域モデルを結合することにより、放射性物質の多媒体環境シ



態系の各研究セ

ンターと連携] 

ミュレーションモデルの構築に着手しており、今後、観測データも活用して、放射性物質の動態解明

と将来予測を進める予定である。 
【震災対応研究】

大津波による干

潟環境と底生動

物への影響評価 

 

津波により壊滅的な影響を受けた

仙台湾沿岸の潟湖干潟を対象とし、

津波による干潟・海岸地形、水理・

水質・底質環境、および底生動物へ

の影響を、野外モニタリングにより

明らかにする。 

2011 年 8月に仙台市蒲生潟内の 63調査地点で震災 5ヶ月後の底生動物の空間分布と底質環境を詳細

に調べた。その結果、ゴカイ類の個体群は既に回復しつつあるが二枚貝が激減したこと、津波により

ヘドロが流失し底質環境が著しく改善したことを明らかにした。調査は現在も継続中である。 

 

【環境研究の基

盤整備】 

東アジアにおけ

る大気質変化を

解明するための 

沖縄辺戸・長崎福

江におけるモニ

タリング  

[環境計測、環境

リスク研究セン

ターと連携] 

沖縄辺戸・長崎福江において、エア

ロゾルを始めとする大気汚染物質

の長期モニタリングを継続実施す

る。 

 

沖縄辺戸（2004 年春から開始）と長崎福江（2008 年秋から開始）におけるエアロゾルの光学的、物

理化学的性質（散乱係数、化学組成、質量濃度、鉛直分布）の測定を継続して実施している。このデ

ータの解析により、硫酸塩に関して、中国からの越境輸送の寄与が大きいことがわかった。なお、観

測データの一部は、大気汚染物質の半球規模越境輸送のアセスメント報告書（HTAP2010）に引用され

た。現在、中国における SO2 と NOx 排出量の経年動向を捉えるために、SOy/NOy の観測も継続してい

る。また、環境省による辺戸での水銀観測も平成 19 年から継続して実施しており、そのデータは水

銀条約締結の資料として活用されている。 

【環境研究の基

盤整備】 

GEMS/Water霞ヶ

浦トレンドモニ

タリング（霞ヶ浦

全域調査） [環

境計測、生物・生

態系環境研究セ

ンターと連携] 

多項目水質センサー、多波長蛍光光

度計や最新のプラズマ分光分析手

法などの導入を通じたモニタリン

グ手法の開発・改良に重点的に取り

組む。また、福島第一原発事故を受

け、湖水、底泥、生物試料（プラン

クトン、貝類、抽水植物、魚類等）

に含まれる放射性セシウムのモニ

タリングを開始する。 

今年度より導入した多項目水質センサーと多波長蛍光光度計についてデータの妥当性について検証

を行った。多項目水質センサーについては，今年度の調査において旧センサーとのクロスチェックを

行っており，各測定値について問題なく測定できることを確認できた。また，水深も同時に測定でき

ることから，旧センサーと比べ作業時間を大幅に短縮できるようになった(1作業地点あたり約7分→

約 2 分へと短縮)。放射性物質のモニタリングについては、湖水から魚類にいたる様々な項目を対象

に調査を開始したほか、一部を茨城県内水面水産試験場と共同で行うなど長期モニタリング体制を整

えた。モニタリングを開始した放射性セシウム濃度については、特に底泥試料に関して空間的変化が

見られた。  

 



【地方環境研究

所との共同研究】

PM2.5と光化学オ

キシダントの実

態解明と発生源

寄与評価に関す

る研究 

平成22年度に整備した研究体制お

よび策定した研究計画に基づき、全

国の大気環境時間値やPM2.5測定値

のデータベース化、その解析による

PM2.5と光化学Oxの全国的な汚染実

態の把握、PM2.5成分・VOC成分の

観測、モデルを利用した発生源寄与

率の試算、PM2.5測定法に関する検

討、衛星観測データの予備解析など

を進める。 

全国の大気環境時間値やPM2.5測定値などのデータベース化を進め、これらのデータを解析すること

により、PM2.5と光化学Oxの全国的な汚染実態の把握を進めている。また、PM2.5の測定や成分分析

に関する検討を進め、その知見をメンバー間で共有するとともに、PM2.5 成分と VOC 成分の観測を実

施した。PM2.5や光化学Oxの高濃度が発生した時に速やかに情報を共有し速報的解析を行うための体

制を整備した。更に、既往測定データとモデルを利用した発生源寄与率の試算を行い、また、衛星観

測データの予備解析を開始した。 

 

【地方環境研究

所との共同研究】

沿岸海域環境の

診断と地球温暖

化の影響評価の

ためのモニタリ

ング手法の提唱 

全国各地の沿岸海域におけるCOD漸

増傾向と基準超過状況の解析、底層

DO観測の有無と貧酸素水塊発生状

況の把握を行う。 

全国７海域において，多項目水質計を用いたDOの鉛直分布を測定し、幾つかの底層DO未測定海域で

の貧酸素水塊の発生状況を把握しつつある。COD漸増・基準超過要因については、全国12海域におい

てCODの年間最高値を示す時期の海水試料を用いて、関連項目の詳細分析を行っている。 

 

【地方環境研究

所との共同研究】

ブナ林生態系に

おける生物・環境

モニタリングシ

ステムの構築 

 

地方環境研究所と協働して、全国の

ブナ林生態系を継続的に調査する。

生物調査では、再検討した長期継続

モニタリング方法を用いた共通調

査を実施する。環境調査では、オゾ

ンに加えて、窒素酸化物や硫黄酸化

物の計測法を検討し、調査を試行す

る。さらに、気象・土壌環境計測法

等についても検討し、試行する。 

関係機関のネットワーク化を推進し、各機関関連のブナ林において共通調査等を実施した。樹木衰退

度調査に加え、一部機関では毎木調査、林床植生調査、ブナの生物季節調査を行った。また、葉緑素

計測に加え、樹木水分生理活性調査を一部の地域で実施した。パッシブサンプラーによるオゾン計測

に加え、一部の地域では窒素酸化物や硫黄酸化物の計測も行った。また、連続計測による植物・植生

に対する基準指標（AOT40、SUM60等）とパッシブサンプラーによる測定値との関係性を検討した。さ

らに、土壌の温度・水分含有量の現地計測を試行した。 

 

 
 



 

１．５ 今後の研究展望 

 

地域環境研究分野では、国内及びアジアの大気、水、土壌などの環境圏で発生する、国を越境するスケー

ルから都市スケールの地域環境問題を対象に、観測・モデリング・室内実験などを統合した研究によって発

生メカニズムを科学的に理解するとともに、問題解決のための保全・改善手法の提案と環境創造手法の検討

を進め、最終的にこれらを総合化することにより、地域環境管理に資する研究を推進する研究に着手した。 

地域環境研究センターが主担当となって推進している研究プログラム（東アジア広域環境研究プログラム

と流域圏生態系研究プログラム）を除く研究に関して、その進捗状況と今後の展望を整理すると以下のとお

りである。 

 

①環境技術開発研究 

環境都市システム研究プログラムにおいて、バンコクにおける排水処理技術開発研究が現地研究機関との

協働によって進み、年内に試験を開始する目途が立った。また、実証試験結果の他地域への普及と適応性評

価のための現地での研究ネットワークができつつある。今後、技術の社会実装に向けて社会環境システム研

究センターとの議論を進めることが重要である。なお、タイでの洪水による実証試験への影響が懸念される。 

一方、同じくタイで研究を進めているバイオエタノール製造廃液等に対するメタン発酵処理システムは、

温室効果ガスの排出抑制と炭素循環に貢献するコベネフィット型処理技術として開発途上国にも適用できる

可能性が示された。今後、現地での適用・普及に向けた研究展開が必要である。 

 

②震災対応研究 

震災対応研究として、環境放射能汚染と津波による干潟環境影響に関する研究を実施している。前者に関

しては、環境多媒体のモデリングとモニタリングを統合して、放射性物質の環境中での実態と動態を解明す

る研究に着手している。今後、これらの研究を軸に、土壌・廃棄物の除染・処理処分研究等の関連研究と連

携しつつ、研究所全体として「放射性物質・災害と環境に関する研究」を推進する方向で準備を進めている。

後者に関しては、宮城県・蒲生干潟の津波影響に関するフィールド研究が東北大学等との共同研究によって

進み、自然環境への影響と回復に関する貴重な知見が得られつつある。 

 

③都市大気汚染、土壌汚染に関する分野横断型研究 

「二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関する研究」では、所内の多様な分野の研究者が参画して、

都市大気中の有機二次粒子の測定、室内実験、モデル、毒性評価に一体的に取り組み、本研究所ならではの

分野横断型・統合型研究が進んでいる。また、「汎用IT製品中金属類のライフサイクルに着目した環境排出・

動態・影響に関する横断連携研究」では、他の研究センターと連携して、製品ライフサイクルの視点から製

品廃棄物の土壌環境での動態・影響研究を進めている。このような分野横断研究を、地域環境研究分野の重

要な研究の柱として、今後も重視して取り組んでいく。 

 

④流域圏等の物質循環等に関連する研究 

 湖沼の有機物、森林の窒素、河川流域の炭素、都市沿岸海域などを対象とした物質循環・環境影響に係る

基盤的研究が進み、流域圏における物質循環に関する科学的知見が得られつつある。今後、これらの研究を

流域圏生態系研究プログラムに取り込みつつ、総合的に研究を進めていく予定である。 

 

⑤地方環境研究所との共同研究 

 地方環境研究所との共同研究として、大気環境、沿岸海域環境、及び森林生態系を対象とした３つのⅡ型



 

共同研究（比較的規模が大きい共同研究）を進めている。これらの共同研究には、全国から延べ81機関の地

方環境研究所が参加しており、地方における環境問題の解決に資する科学的知見の集積と研究ネットワーク

の構築が進みつつある。 

 

⑥環境研究の基盤整備 

東アジアにおける大気質変化を解明するための沖縄辺戸・長崎福江における長期モニタリング、環境計測、

生物・生態系センターと連携して進めているGEMS/Water霞ヶ浦トレンドモニタリングが計画通り進捗してお

り、今後もモニタリング手法の開発・改良、機器の整備を進めつつ、着実に継続実施する予定である。 

 

 

１．６ 自己評価 

 

当初、震災影響等のために研究の立ち上がりに遅れが見られたが、その後は回復し、現時点では今年度計

画の達成に向けて、概ね順調に進捗しつつある。今後、定期的に開催している研究セミナーなどを通じて、

研究課題間の連携を図りつつ、年度計画・年度目標に沿った研究を進める予定である。 
 
 

２． 誌上発表及び口頭発表の件数 

（件） 

誌上発表 書籍 口頭発表 特許等 

査読なし     査読あり 

  6                  44 

 

4 

国内      国外 

153              51 

 

0 
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１． 研究成果の概要 

 

１.１ 研究の概要 

東アジア地域では急速な経済発展に伴って様々な環境問題が深刻化し、それが広域越境汚染のような

具体的な問題として我が国にも影響を及ぼしている。そのため、東アジアにおける持続可能社会、及び、

広域越境汚染のWin-Win解決に向けた 2 国間・多国間の枠組みを構築するための中長期戦略を提示する

ことが強く求められているが、その基礎となる問題発生に関する科学的知見、及び人間活動による環境

負荷と広域汚染の定量的関係を評価する科学的手法の開発・活用が不十分な状況にある。 
 そこで、第二期中期計画におけるアジア自然共生研究プログラムの蓄積をもとに、東アジアにおける

代表的な広域環境問題である大気・海洋汚染を対象とし、観測とモデルを統合することにより、これら

の問題の発生メカニズムを解明する。汚染発生に関わる空間スケールの重層性を考慮したマルチスケー

ルモデルを構築し、大気から海洋と陸域への物質負荷も考慮して、環境負荷と広域環境応答の関係を定

量的に評価する。更に、「環境都市システムプログラム」や社会環境システム研究分野と連携して削減

シナリオの提示及びその影響評価シミュレーションを実施し、東アジアの広域環境問題の解決に資する。 
プロジェクト１：観測とモデルの統合によるマルチスケール大気汚染の解明と評価

東アジアではオゾン・エアロゾルの前駆物質排出量が急増し、地域規模で大気汚染が深刻化している

上、半球規模で大気質が変化している。このような状況下、日本においてもオゾンの環境基準見直しの

機運が高まるとともに、PM2.5の環境基準が新しく制定された。しかしながら、オゾンやPM2.5に関する

大気汚染には、国外からの越境汚染に加えて国内における生成も影響するため定量的理解が困難である。

そこで本研究では、地上・船舶・航空機による野外観測、宇宙からの衛星観測、全球・領域化学輸送モ

デルを統合的に使用して、半球／東アジア／日本域のマルチスケール大気汚染の実態と発生機構を解明

するとともに、将来予測と対策シナリオ・影響の評価を行う。それにより、東アジア地域における広域

大気環境管理のための国際的枠組みの策定に寄与することを目指す。 
プロジェクト２：広域人為インパクトによる東シナ海・日本近海の生態系変調の解明 

東アジア陸域起源の汚濁負荷増大が東シナ海陸棚域における赤潮発生等の広域海洋環境劣化を引き

起こしていることが懸念される。本プロジェクトでは、東シナ海や日本近海の環境保全、あるいは中国

国内の汚濁負荷削減施策の推進に資することを目的として、長江流域圏の汚濁負荷推計、海域への汚濁

輸送と海洋生態系への影響機構の把握、陸域起源汚濁負荷が及ぼす海洋環境への影響評価のための数理

モデルの開発を行う。特に、陸域汚濁負荷推計では、土地利用や環境政策の変化に応じて予測可能な手

法の確立と将来の陸域負荷削減シナリオを提示し、海洋生態系モデルとの連携により、陸域・海域の統

合的広域環境管理オプションの定量的な評価を目指す。 



１.２ 今年度の実施計画概要 

(1) 観測とモデルを統合して、半球／東アジア／日本のマルチスケール大気汚染の実態と変動を把握し、

越境大気汚染による国内での影響を評価するために、東アジアの広域大気汚染を対象にしたガス状・粒

子状物質の新規観測を検討・開始するとともに、全球・領域化学輸送モデルや排出インベントリーの開

発などに着手する。また、越境大気汚染による国内への影響評価研究に着手する。 

(2) 東アジアにおける汚濁負荷等の陸域人間活動が、水及び大気を介して東シナ海・日本近海の海洋環

境に及ぼす影響を解明するために、数値モデルと現地調査とに基づく長江流域負荷の推計、数値モデル

と航海観測・培養実験に基づく東シナ海環境への影響把握に着手する。 

(3) 東アジアの大気汚染・水質汚濁負荷の将来・削減シナリオに対する大気・海洋環境への影響を予測・

評価するために、「環境都市システムプログラム」や社会環境システム研究センターと連携して、シナ

リオの検討を開始する。 

 

プロジェクト１：観測とモデルの統合によるマルチスケール大気汚染の解明と評価 

地上や船舶等を用いたアジアにおけるバックグランド大気中のオゾン・エアロゾルのモニタリング観

測を開始するとともに、アジア大陸からの越境汚染の影響を強く受ける九州地域においてガス状・粒子

状大気汚染物質の包括的観測を開始する。また、マルチスケールにおける化学輸送モデルや排出インベ

ントリの開発に着手する。具体的には、自由対流圏中の観測やユーラシア大陸内部における観測につい

て観測の開始を検討するとともに、過去の観測データを用いてアジアのバックグラウンド大気中におけ

るオゾン・エアロゾルの長期変化・年々変動の検出を試み、欧州や北米と比較研究を行う。また、九州

北部地域におけるエアロゾルの包括的観測を開始し、越境輸送されてくるPM2.5の相対的寄与率を求める

とともに、当該地域における疫学調査の実施計画を検討する。排出インベントリは、東アジアについて

1980-2010 年の期間を整備するとともに、日本の排出インベントリの整備にも取り組む。また、社会環

境システム研究分野と連携して、アジア域における大気汚染物質排出シナリオの検討を開始する。さら

に、越境大気汚染が日本国内の植物に及ぼす影響評価のための観測・実験的研究に着手する。 

プロジェクト２：広域人為インパクトによる東シナ海・日本近海の生態系変調の解明 

長江流域圏から海域への汚濁負荷量の経年変化の評価ならびに土地利用・社会経済・環境政策の変化

に対応した汚濁負荷量予測手法の開発に着手する。特に長江デルタ域における社会経済活動に基づくマ

クロ型・分布型汚濁発生インベントリの構築、長江全流域における土地利用と汚濁負荷量の関係解析の

ためのモデル構築、また長江における水質観測体制の構築を行う。また、東シナ海における赤潮形成等

の広域環境変調の実態把握のための航海観測を行う。特に陸棚域赤潮形成機構の鍵となる栄養塩の３次

元分布観測、ならびに栄養塩の鉛直拡散や藻類分布・増殖に影響を与える乱流強度の観測を行う。また、

渦鞭毛藻の栄養塩獲得戦略の一つである日周鉛直移動特性について、大型培養槽を用いた赤潮形成藻類

の培養実験により検討する。これらの観測・実験に基づき、海洋生態系モデル・流動モデルの高度化を

進める。更に、中国陸域負荷削減シナリオ検討の基礎的条件を把握するため、中国の過去の農業・工業

政策と汚濁発生・抑制関係の解析を行う。 

 

１.３ 研究予算 

（単位：百万円） 
 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 累計 

①運営費交付金 61.8      

②総合科学技術会議が

示した競争的資金 

118.2 

(170.0) 
     

③②以外の競争性のあ

る資金(公募型受託費

等) 

 

21.6 

 

     

④その他の外部資金 
 

0 
     

総額 
201.6 

(253.4) 
     

注 1. 括弧内は、再委託費を含めた金額。 



１.４ 平成２３年度研究成果の概要（東アジア広域環境研究プログラム） 

研究プログラ

ム・プロジェク

ト・サブテーマ

平成２３年度の 
目標 

平成２３年度の成果（成果の活用状況を含む） 
 

研究プログラム (1) 東アジアの広域

大気汚染を対象にし

た新規観測を検討・

開始するとともに、

化学輸送モデルや排

出インベントリの開

発、越境大気汚染に

よる国内への影響評

価研究に着手する。 

(2) 数値モデルと現

地調査に基づく長江

流域負荷の推計、数

値モデルと航海観

測・培養実験に基づ

く東シナ海への影響

把握に着手する。 

(3) 東アジアの大気

汚染・水質汚濁負荷

の将来・削減ｼﾅﾘｵの

検討を開始する。 

地上や船舶等を用いたアジアにおけるバックグランド大気中のオゾン・エアロゾルのモニタリング観測を開始

するとともに、アジア大陸からの越境汚染の影響を強く受ける九州地域において大気汚染物質の観測を開始し

た。また、マルチスケールにおける化学輸送モデルと排出インベントリの開発・改良が進んだ。具体的には、自

由対流圏中の観測やユーラシア大陸内部における観測の検討を進めるとともに、アジアのバックグラウンド・オ

ゾンの長期変化を解析し、その濃度レベル・増加率が欧米を上回っていることを明らかにした。また、九州北部

地域（福岡市と長崎県福江島）におけるエアロゾルの包括的観測を開始し、越境輸送によるPM2.5の相対的寄与率

を推計するとともに、当該地域における疫学調査の準備を進めた。また、マルチスケール化学輸送モデルの開発・

改良、2000-2008 年のアジア域排出インベントリの作成、日本の排出インベントリの整備を進めた。さらに、越

境大気汚染が日本国内の植物に及ぼす影響評価のための観測・実験的研究に着手し、初期的な結果を得た。 

長江流域圏から海域への水質汚濁負荷量の経年変化の評価ならびに土地利用・社会経済・環境政策の変化に対

応した汚濁負荷量予測手法の開発を進めた。具体的には、長江デルタ域における社会経済活動に基づくマクロ

型・分布型汚濁発生インベントリ（2000 年対象）、長江全流域における土地利用と汚濁負荷量の関係解析のため

のシミュレーションモデル、長江下流の大通における水質観測体制を構築した。また、東シナ海における赤潮形

成等の広域環境変調の実態把握のための航海観測を 2011 年 6 月に実施するとともに、2010 年度の観測データを

解析して底層水から混合層への栄養塩供給速度を推計した。更に、大型培養槽を用いた赤潮形成藻類の培養実験に

より、渦鞭毛藻の日周鉛直移動特性の解明を進めた。これらの観測・実験に基づき、海洋生態系モデル・流動モ

デルの高度化と再現計算に取組んだ。 

社会環境システム研究分野と連携して、アジア域の大気汚染物質排出シナリオの作成を進めた。また、中国陸

域の水質汚濁負荷削減シナリオを作成するため、中国の農業・工業政策と汚濁発生・抑制関係の解析を進めた。 

プロジェクト１

「観測とモデル

の統合によるマ

ルチスケール大

気汚染の解明と

評価」 

（１）大陸規模モ

ニタリングによ

る半球規模大気

汚染の時空間変

動の解明 

 

サブテーマ（１） 

半球規模大気汚染の

時空間変動の解明の

ために地上や船舶等

の観測設備を整備す

るとともに、これま

でのデータを欧州や

北米と比較しアジア

におけるトレンドを

半球規模の視点で評

価する。 

 

サブテーマ（１） 

半球規模大気汚染の実態把握に向けて、アジア・オセアニア地域におけるバックグラウンド大気の観測について、

地上・船舶による観測プラットフォームや測定装置の拡充に着手した。また、日本の地上ステーションで観測された

対流圏オゾン濃度について観測データを更新し、1998 年から 2009 年までのトレンド（長期変化）を解析した。その

結果を北米や欧州における同緯度帯の地上観測データと比較したところ、日本における地上オゾンは、その濃度レベ

ル・増加率ともに欧米を上回っていることが明らかになった。さらに、日本−東南アジア・オセアニア航路の定期貨物

船による観測、人工衛星データおよび輸送モデルの解析から、2006 年のエルニーニョ現象に伴ってインドネシアの泥

炭燃焼火災から大量の一酸化炭素が大気中に放出されており、現在多くの化学輸送モデルで使われているバイオマス

バーニングの排出インベントリによる排出量は大幅に過小評価されていることが示唆された。 

 

 

 



（２）アジア地域

における包括的

観測による日本

への越境大気汚

染の実態解明 

 

 

 

 

 

 

（３）モデルシミ

ュレーションに

よる汚染機構の

解明と影響・対策

評価 

 

 

 

サブテーマ（２） 

北部九州地区におい

て春季に頻繁にみら

れる越境汚染による

高濃度粒子状物質

（PM2.5）について、

化学組成別の汚染実

態と健康影響を把握

する調査を開始す

る。 

 

サブテーマ（３） 

北半球・東アジア規

模におけるオゾン・

PM2.5 汚染の実態と

その発生機構を解明

し、将来予測・影響

評価をするための化

学輸送モデルについ

て、排出インベント

リとともにマルチス

ケール化に着手す

る。さらに、越境大

気汚染が日本国内の

植物に及ぼす影響評

価のための観測・実

験的研究に着手す

る。 

サブテーマ（２） 

アジア大陸からの越境汚染の影響を頻繁に受ける九州北部に注目して、福岡県・福岡市および長崎県・福江島にお

ける微小粒子の化学組成と質量濃度の長期連続観測を開始するとともに、過去に得られたデータを用いてアジア大陸

からの長距離輸送と国内生成による寄与の分離を試みた。その結果、硫酸塩が有機物や硝酸塩に対して高い時は越境

汚染が支配的、有機物や硝酸塩が硫酸塩に対して高い時は国内汚染が支配的であると推定され、主成分因子分析によ

り越境大気汚染と国内大気汚染の寄与を半定量的に分離できる可能性が示された。また、九州北部地区における健康

影響調査の準備に着手した。野外観測に同期して医療機関による疾患（循環器疾患など）登録データを活用すべく、

地元の自治体や病院などに協力を要請中である。 

 

 

 

サブテーマ（３） 

 これまで開発してきた東アジアスケールの排出インベントリ REAS について、排出係数やエネルギーデータ等を一新

して 2000 年から 2008 年までのインベントリを新たに構築し、REASv2.0 としてリリースした。この際、マルチスケー

ル排出インベントリとすべく、東アジアの対象地域を拡大するとともに日本国内についても整備を進めている。また、

社会環境システム研究分野と連携して、2050 年を対象としたアジア域の大気汚染物質排出シナリオの作成を進

め、温暖化シナリオと整合する二つの排出シナリオ（成り行き、温室効果ガス半減）を作成した。これらの排出量デ

ータを入力する化学輸送モデルとして、マルチスケール CTM の開発に取り組み、全球モデル（CHASER）と東アジア領

域モデル（CMAQ）の連携運用に着手した。現状（2005 年）における東アジア大気質の再現能力を各種観測データとの

比較を通して検証し、CMAQ の計算条件を再検討した。また、モデルによる過小評価が問題となっている二次有機粒子

モデルを改良するため、領域モデルに揮発性ビンモデルと詳細反応モデルの導入を進め、初期的な成果を得た。 

 生物影響の面では、越境大気汚染として日本に運ばれてくるオゾンによる植物への影響評価を目的とし、樹木（ブ

ナ）や草本植物（ホウレンソウ）を材料として実験や野外調査を行った。200ppb までのオゾン短期曝露はブナに急性

影響を与えない一方で、平均 50ppb のオゾンがブナの生長を抑制する事を明らかにした。また、土壌乾燥化（水スト

レス）がオゾンストレスと相加的に影響し、ブナの生長低下を引き起こす事を定量的に示した。さらに、地方環境研

究所等とのネットワーク化を推進し、ブナ林域において衰退度調査や水分生理活性調査、オゾン計測等を実施し、ブ

ナ林衰退と大気汚染等との関係解析を行った。一方、これまでアサガオ等で開発してきた遺伝子発現解析や酸化還元

物質測定等の手法によるストレス診断手法をホウレンソウやブナに応用した。現在、ホウレンソウにおいてオゾン影

響のマーカーとなる遺伝子を探索中である。ブナでは日本海側型と太平洋側型の２つの生態型についてアスコルビン

酸含量を予備的に測定した。今後、オゾン暴露時のマーカー遺伝子の発現変化や、アスコルビン酸等の含量の変化等

を調べ、オゾン影響程度を数値化することを試みる。最終的には、これらの結果を樹木や農作物の影響予測のモデル

に利用することを目指す。 

 



プロジェクト２

「広域人為イン

パクトによる東

シナ海・日本近海

の生態系変調の

解明」 

 

（１）長江流域圏

から東シナ海へ

の汚濁負荷量の

予測手法の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）東シナ海陸

棚域の生態系劣

化機構の解明 

 

 

 

 

 

 

 

サブテーマ（１） 

長江流域圏から海域

への汚濁負荷量の経

年変化の評価ならび

に土地利用・社会経

済・環境政策の変化

に対応した汚濁負荷

量予測手法の開発に

着手する。特に長江

デルタ域における社

会経済活動に基づく

マクロ型・分布型汚

濁発生インベントリ

の構築、長江全流域

における土地利用と

汚濁負荷量の関係解

析のためのモデル構

築、また長江におけ

る水質観測体制の構

築を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

サブテーマ（２） 

東シナ海における赤

潮形成等の広域環境

変調の実態把握のた

めの航海観測を行

う。特に陸棚域赤潮

形成機構の鍵となる

栄養塩分布、鉛直拡

散、藻類分布・増殖

に影響を与える乱流

サブテーマ（１） 

長江デルタ域における社会経済活動に基づくマクロ型・分布型汚濁発生インベントリの構築に関しては、これまで

に開発を進めてきた長江流域の水需要インベントリモデルを窒素・リン排出へと適用し、長江下流域の社会経済活動

による排水中の窒素・リンの排出インベントリを作成した。中国の窒素、リン濃度に関するデータの入手は困難なた

め、独自に推計をおこなった。農業は化学肥料投入量から窒素、リン濃度を求め、工業およびサービス部門について

は中国環境年鑑の COD データと、日本の産業別 COD と全窒素、全リンの比率から推計した。畜産業については、日

本の蓄種別原単位から畜産廃水濃度を推計した。その結果、長江下流の汚水由来の窒素およびリンの年間排出量（2000
年）は、250 万 t-N および 32 万 t-P という結果が得られた。また、窒素、リン共に耕種農業、畜産業からの排出が 5
割を超える一方で、窒素に関しては電力・熱供給部門からの排出量が大きいことが明らかとなった。 

長江全流域における土地利用と汚濁負荷量の関係解析のためのモデル構築については、昨年度までに漢江流域への

適用・検証を終えた流域圏水・物質循環評価モデルの長江全流域への適用を試みた。このモデルは、アメリカテキサ

ス A&M 大学と Black land 研究所が開発した SWAT(Soil and Water Assessment Tool)をベースに改良したものであり、

水循環のプロセス、炭素、窒素、リンなどの物質循環も組み合わせている。流域の土地利用や産業活動に関するデー

タを入力することにより、人間生活や土地利用の変化、気候変動などの自然・社会・経済的な要因が流域に与える影

響が評価可能となる。モデルの入力データとして、アメリカ航空宇宙局（NASA）が公開している 90ｍメッシュ標高デ

ータ、環境省の委託研究「温暖化影響早期観測ネットワークの構築（平成 18-22 年度）」プロジェクトにおいて、中国

科学院地理科学・資源研究所と共同で作成した中国の土地利用メッシュデータ、中国科学院南京地理・湖沼研究所の

土壌類型分布データ、および国立環境研究所の中核プロジェクト「東アジア水・物質循環評価システムの開発（平成

18-22 年度）」において、中国水利部長江水利委員会及び中国科学院との共同研究で作成した気象や水文水質などのデ

ータなどを含めた。その結果、河川の上流・中流・下流の流量を精度よく再現したものの、水質項目については、特

に下流域において大きな誤差を示した。水量シミュレーションの結果によると、2000-2008 年の間に長江全流域の年

平均降水量は 996mm、そのうち、蒸発散量は 421mm、地表と地下合わせた流出量は 522mm であることが分かった。 

長江における水質観測体制に構築については、長江下流にある大通水文観測点で水質観測を軸とした共同研究の実

施を中国科学院地理科学与資源研究所との間で合意した。観測項目は、水温、水量、全懸濁粒子のほか、全窒素・全

リン、無機態窒素・リン等の水質項目を含む。今後の大通水文観測点での水質データの取得により、長江全流域にお

ける水質シミュレーションの精度向上を図る。 

 

サブテーマ（２） 

東シナ海における赤潮形成等の広域環境変調の実態把握のため、2011 年 6 月に東シナ海陸棚域の海洋観測を実施し

た。植物プランクトンの増殖、生残、亜表層ピーク形成などに影響を及ぼすと考えられる微細乱流強度や栄養塩（硝

酸塩）の高密度鉛直プロファイリング観測を主として行った（現在データ解析中）。 

東シナ海陸棚域の植物プランクトン群集への栄養塩供給動態を把握するために、2010 年度の硝酸塩鉛直濃度分布お

よび乱流強度データを用いて底層水から混合層への栄養塩供給速度の評価を行った。亜表層水深に渦鞭毛藻が卓越し

た海域では亜表層クロロフィルピーク直下で硝酸塩濃度の急激な低下が認められた。これは密度勾配変化から予想さ

れる減衰を大きく上回り、底層水から供給される硝酸塩（鉛直上方へのフラックス = 1.3mmol/m2/day）は、亜表層集

積した植物プランクトンに消費され尽くし、上方混合層の植物プランクトンへの供給が極めて小さいと考えられた。 

渦鞭毛藻（Prorocentrum dentatum）の陸棚域での栄養塩獲得戦略解明と数理モデル化のため、鉛直可動式クロロフ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）陸域・海域

統合環境管理に

向けた陸域負荷

削減シナリオの

検討と海域環境

の応答予測 

 

強度の観測を行う。

またの渦鞭毛藻の日

周鉛直移動特性につ

いて大型培養槽を用

いた培養実験により

検討する。これらの

観測・実験に基づき、

海洋生態系モデル・

流動モデルの高度化

を進める。 

 

 

サブテーマ（３） 

中国陸域負荷削減シ

ナリオ検討の基礎的

条件を把握するた

め、中国の過去の農

業・工業政策と汚濁

発生・抑制関係の解

析を行う。 

ィルセンサーを備えた大型培養槽（海水マイクロコズム）において日周鉛直移動の再現実験を行った。この実験によ

り、本種の日周鉛直移動を明瞭に再現できること、夜間下降時に温度躍層付近に集積する傾向があること、上昇時に

は一様移動ではなく混合層に分散することなどが明かとなった。 

海洋生態系モデル・流動モデルの高度化については、陸棚域における渦鞭毛藻ブルームの出現機構およびそれを維

持する栄養塩起源を明らかにするため、流動・水質・底質・低次水界生態系モデルによる再現計算に取組んだ。現時

点で得られている計算結果では、陸棚域にて観測された渦鞭毛藻の密度躍層周辺への集積の再現性について課題があ

るものの、陸棚域における栄養塩の供給源は主として台湾暖流であることが示唆された。その他、台湾暖流から陸棚

域への栄養塩供給には季節特性が明瞭に見られ、初夏の季節風に伴う供給が卓越していること、植物プランクトンに

とって台湾暖流由来の水塊ではリンが、長江起源の水塊では窒素が律速になっており、陸棚域では両水塊が合わさる

ことによって渦鞭毛藻ブルームを維持しうる栄養塩環境が形成されている可能性が高いことなどが明らかになった。

今後、モデルの信頼性を高めるため、密度躍層周辺への渦鞭毛藻の集積の再現性向上を図る予定である。 
 
サブテーマ（３） 

中国陸域負荷削減シナリオ検討の基礎的条件を把握するため、中国の過去の農業・工業政策と汚濁発生・抑制関係

の解析を行う事を目標に基盤情報の整理を行った。ここで、長江デルタ経済圏には太湖流域が内包されており、発生

する T-N および T-P の 80%程度は太湖流域から発生している。したがって、汚濁負荷量に係る将来シナリオは太湖水

質保全計画の影響を強く受ける事が予想されるため、公表されている太湖水汚染防治第 9 次 5 ヶ年計画、10 次 5 ヶ年

計画および太湖流域水環境総合治理総体方案に示されている都市起源発生源に対する対策を比較検討し、汚濁負荷削

減対策項目を整理し、その特徴を検討した。太湖では 1996 年に最初となる 5 ヶ年の水質保全計画（九次五計）が開

始され、2001 年から第 2 期計画（十次五計）が開始された。2006 年には第 3 期となる太湖水汚染防治第 11 次 5 ヶ

年計画（十一次五計）が開始されたが、この計画が一般に公示される 2007 年 5 月から 6 月にかけ、アオコの大発生

による大規模な水道供給障害が無錫市を中心に起きた。その結果、この 5 ヶ年計画は廃棄され、現在は 2008 年を開

始年度とした太湖流域水環境総合治理総体方案（以下、総体方案）が 2012 年までの予定で実施されている。九次五

計の主体は工業排水対策であり、改革開放を担った中小規模の郷鎭重化学工業工場の閉鎖を含めて整理・統合し、厳

しい排水規制に耐える産業構造調整を行った。十次五計では生活排水対策として都市下水整備に外資を含めた集中的

な投資を行い、総体方案では、これらを受けて、排水規制の強化と監督に重点を置きつつある。個々の対策項目に対

して経済施策である産業調整をリンクさせている事が大きな特徴であり、今後、将来シナリオにおける汚濁負荷排出

量を検討する上で重要なポイントであることが明らかとなった。 
 

 



 

１.５ 今後の研究展望 

 

第１回外部研究評価委員会において、本プログラムに関係する以下の指摘を受けた。 

①地域環境問題の総合的かつ実効的な解決策の確立のために、大気・水・土壌の研究者ネットワークを

活かし、また、地球分野や健康分野との連携を強化し、更には機関とも協働することにより分野横断

的な研究を推進されたい。 

②地球環境研究分野との連携と、領域－局所（都市）など、シームレスな観測・モデル・解析を行うこ

とが重要である。 

 
本プログラムでは、東アジアで発生している広域環境問題の解決を目指して、分野横断研究を、地球

環境、計測環境、環境健康、生物・生態系、社会環境システムなどの研究センター、国内外の研究機関

と連携して進めており、今後一層、研究連携を強化する予定である。また、プロジェクト１では、地球

環境研究センターと連携して半球スケール大気汚染の研究を進めるとともに、半球－東アジア－日本－

都市のマルチスケール大気汚染を、また、プロジェクト２では、長江流域圏（上流からデルタ域まで）

から東シナ海に至る水環境問題を対象にして、観測・モデル・データ解析などを統合した研究を実施し

ている。 
 
プロジェクト別の今後の研究展望は以下のとおりである。 
 

プロジェクト１：半球－東アジア－日本－都市のマルチスケール大気汚染の解明を目指した、地上・船

舶・衛星観測、化学輸送モデル、排出インベントリ、排出シナリオ、植物・健康影響に関する総合的研

究がほぼ順調に立ち上がりつつある。今後、これらの多様な研究を相互に連携させ、また、国内外の研

究機関との協働を一層強化して、研究を推進する予定である。 
プロジェクト２：長江デルタ域の汚濁発生量は、長江河口の汚濁通過量に匹敵する推計結果が得られて

おり、その重要性が大きいと考えられるため、今後詳細な解析を行う。東シナ海生態系の劣化指標とし

て着目する渦鞭毛藻の動態等の知見収集が図られ、次年度以降に計画する生態系モデルの改良への見通

しが立った。陸棚域低次生態系への栄養塩供給動態については、観測や数理モデル解析の結果から長江

起源水とともに台湾暖流の寄与が示唆されており、今後、長江流域圏のみならず、台湾暖流への陸域負

荷についても検討する予定である。 
 
 

 

１．６ 自己評価 

 

当初、震災影響等のために研究の立ち上がりに遅れが見られたが、その後は回復し、現時点では今年

度計画の達成に向けて、概ね順調に進捗しつつある。今後、各サブテーマの研究を推進するとともに、

サブテーマ間の連携を一層強めることによって、研究プロジェクト全体として目標達成を目指す。同時

に、２つのプロジェクトが協働して、東シナ海での大気・海洋合同観測、大気化学輸送モデルと海洋生

態系モデルのリンク、社会統計情報やシナリオの共通化などを実施することにより、プロジェクト間の

連携を強化することが今後の大きな課題である。 
 
 

 

２． 誌上発表及び口頭発表の件数 
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誌上発表 書籍 口頭発表 特許等 

査読なし    査読あり 

  6        22 

 

1 

国内       国外 

   60                23 

 

0 
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１． 研究成果の概要 

 

１.１ 研究の概要 

生物多様性国家戦略2010において生物多様性と生態系の回復は重要な国家戦略と位置付けられてい

る。生物多様性のホットスポットとして重要な生態系の保全と、生態系機能を最大限活用して生物多様

性の減少を防止することが強く求められており、そのため生態系機能の健全性評価に関する研究は喫緊

の課題となっている。一方、健全性評価には生態系機能の定量評価が不可欠であるが、その評価手法は

ほとんど確立されていない。生態系機能と環境因子との連動関係や相互作用についても多くが未解明な

ままであり、生態系機能の保全、再生・修復に向けた具体的な取組が大きく進展しない要因となってい

る。  

そこで、流域圏（森林域、湖沼・河川、沿岸域）における生態系を対象として、水・物質循環に着目

し、生態系機能の新たな定量的評価手法の開発・確立を行う。典型的な生態系に対して、長期・戦略的

モニタリング、新規性の高い測定法やモデル解析を駆使して、生態系機能・サービスと様々な環境因子

との連動関係(リンケージ)を定量的に評価する。更に、機能劣化が著しい自然生態系を対象に劣化メカ

ニズムの解明と機能改善手法の構築を図る。これらの科学的知見をもとに、メコン河等の広域スケール

流域圏における重要な生態系を戦略的に保全し、生態系機能を最大に発揮させることで生物多様性を減

少させない施策に資する戦略的環境アセスメント手法を開発する。これらの成果に基づき流域圏の環境

健全性を評価して、生態系機能の保全、創造、環境修復や自然再生の在り方を提言する。  

更に、研究成果に基づいて、流域圏における環境因子と生態系機能、環境因子と生物多様性、生態系

機能と生物多様性を定量的に繋げる方向やアプローチを展望する。  

以上の調査・研究を推進することにより、以下の方向を目指す。  

① 人工林荒廃と窒素飽和現象の関連性を解明し、適正な人工林管理施設の推進に貢献する。落葉樹混

交の種多様性回復が窒素貯留能に与える影響を評価して、窒素飽和改善シナリオ構築を目指す。  

② 長期モニタリング、新規の測定手法、湖沼モデル解析等により、湖沼における水中と底泥での物質

循環と微生物活動の連動関係、環境因子と生態系機能の連動関係を定量的に評価し、湖沼環境の環

境改善シナリオ作成を目指す。  

③ 沿岸域における一次生産者の変化や移入種による優占現象が、生物相、水-生物－底質間の物質収支

や食物連鎖などの生態系機能へ及ぼす影響を定量的に評価する。流域負荷と生物多様性の関係を探

索し、生態系機能の健全性を評価する。  

④ ダム開発に対する戦略的環境アセスメントの技術を開発し、失われる沈水林の生態系機能を推定す

る。迅速・高感度のアオコ定量手法を開発し、計画中のダム貯水池でのアオコ発生の可能性を予測

する。  

⑤ 重要な漁業資源である回遊性淡水魚の回遊生態を解明し、ダム開発による食糧供給に対するリスク

を事前に推定する。  

様式３ 



 

 

⑥ 沿岸域（干潟等）における底生生物の種多様性・生態系機能のデータベースを構築して、広域スケ

ールの生物多様性、生態系機能及び健全性の関係を評価する。  

 

 

１.２ 今年度の実施計画概要 

 流域圏生態系の水・物質循環に着目し，生態系機能の健全性を定量評価するための手法開発を行う。

新規性の高い測定法やモデル解析を駆使して長期・戦略的モニタリングを行うことで，生態系機能・生

態系サービスと様々な環境因子とのリンケージ（連動関係）を定量的に評価する。ここでの評価に基づ

き，メコン河等の広域な流域圏における生態系と生物多様性を戦略的に保全し，生態系機能・生態系サ

ービスを維持するための施策に資する研究を行う。 

 

プロジェクト１「生態系機能と環境因子の連動関係の定量評価に関する研究」 
多様なユニットで構成される流域圏において、典型的な自然生態系ユニットである森林域、湖沼、沿

岸域を対象として、人為由来の慢性的高負荷環境条件が生態系機能に及ぼしている影響（変質、劣化）

について、以下の計画に基づき、その実態把握とメカニズム解明のための研究に着手する。 

① 筑波山や人工林試験地等を対象に、森林生態系における物質動態に関する定期モニタリングを開始

し、人工林荒廃と窒素飽和現象の関連性を評価するとともに、そのメカニズムについて検討を行う。 
② 霞ケ浦等の湖沼を対象に定期フィールド調査と室内実験等を開始して、湖水柱と底泥での物質循環

と微生物（藻類、バクテリア等）活動の連動関係を検討する。 
③ 谷津干潟等の沿岸域を対象に、定期野外調査、操作実験や室内実験を実施して、一次生産者の変化

や侵入種による優占現象が干潟の生態系機能に及ぼす影響について検討する。 

 

プロジェクト２「戦略的環境アセスメント技術の開発と自然再生の評価に関する研究」 

本プロジェクトでは、流域開発に伴い生物多様性の低下と生態系機能の劣化に直面している大河川

（メコン河）を対象に、広域なスケールで開発の政策、計画、プログラムの早い段階から環境への配慮

を行うことを特徴とする戦略的環境アセスメントに向けた技術開発に着手する。迅速・簡便・高感度な

技術を開発し、マングローブ植林など自然再生の効果・効率に対する科学的評価やダム開発に伴うリス

クの回避や影響緩和について保全シナリオを提言するための研究を開始する。以下の目標を掲げて研究

を実施する。 

① メコン川流域ならびにベトナム沿岸域で重点研究サイトを選定し、サイトごとに定期的なサンプリン

グ体制を整備する。 

②  既に取得してある魚類の耳石サンプルを分析し、主要な水産資源である回遊魚の回遊生態を解明す

る。 

③ 沿岸域（干潟等）の底生生物の種多様性・生態系機能についてデータベース整備を開始する。 

 

 

１.３ 研究予算 

（単位：百万円） 
 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 累計 

①運営費交付金 23.8      

②総合科学技術会議が

示した競争的資金 
1.6      

③②以外の競争性のあ

る資金(公募型受託費

等) 

11.0      

④その他の外部資金 15.2      

総額 51.6      

注 1. 括弧内は、再委託費を含めた金額。 



 

 

１.４ 平成２３年度研究成果の概要（流域生態系研究プログラム） 

研究プログラ

ム・プロジェク

ト・サブテーマ

平成２３年度の 
目標 

平成２３年度の成果（成果の活用状況を含む） 
 

 

研究プログラム 

 
生態系機能の健全

性を評価するため

の手法開発を行

う。生態系機能と

環境因子とリンケ

ージを検討する。 
 

 
研究対象となる調査地・場が決定され，生態系機能と環境因子の連動関係を定量評価する手法の開発・検討が

なされた。プログラム全体を通じて，生物体の存在量・動態，生物地球化学反応と環境因子の間に強い因果関係

が認められた。 
 プロジェクト１では調査域での長期モニタリング実施の仕組みが整い，実質的なモニタリングが開始され，生

態系機能と環境因子の連動関係を定量するための様々な手法の開発・検討が実施された。森林の植生吸収や土壌

有機物の質的変化と窒素飽和，湖沼底泥や干潟底質の間隙水特性が生物体の種・量に強く関係すると示唆された。 
 プロジェクト２では適切な調査地の選定，データベース整備とサンプリング体制の整備に大きな労力が注がれ

プロジェクトの方向性が固まった。メコン河での魚の回遊生態に係る成果は，Nature 誌のニュースとして取り

上げられ国際的に注目された。 
プロジェクト１

「生態系機能と

環境因子の連動

関係の定量評価

に関する研究」

 
 
 
 
 
 
サブテーマ１ 

陸域自然生態

系における生態

系機能と環境因

子の連動関係の

定量的評価に関

する研究 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
森林生態系におけ

る物質動態モニタ

リングを開始し、人

工林荒廃と窒素飽

和現象の関係性の

評価とそのメカニ

ズムを検討する。 
 
 

人為由来の慢性的高負荷環境条件をキーワードに、流域圏の

典型的な自然生態系ユニットである、森林域、湖沼、沿岸域そ

れぞれの生態系機能の定量評価、特に慢性的高負荷による影響

（窒素飽和、富栄養化・難分解性有機物増加、グリーンタイド）

の実態把握とメカニズムの解明を目的に、長期的なモニタリン

グと新規測定手法開発を開始した。いずれの対象ユニットにお

いても、環境因子と生態系機能のリンケージに対する生物多様

性の深い関与を示す結果を得つつあり、生態系機能の定量評価

を行う上で、生物多様性のとの相互関係性が重要な因子となる

ことが改めて示唆された。 
 
軽度の大気汚染環境下にある，異なる間伐強度（無間伐，1/3

間伐，2/3 間伐）で管理されているスギ人工林試験区を対象に，

物質動態モニタリング（降水・土壌水の水文水質調査，リター

フォール量や下層植生のバイオマス調査等）を開始した。現段

階までの成果として，間伐強度が土壌中の窒素動態に強く影響

することが明らかになりつつある（図１）。具体的には，林分が

過密状態にある無間伐区に比べ，強度間伐により誘引され発達

した下層植生（広葉樹の低木と草本類）を有する人工林生態系

では，植物－土壌における窒素貯留能が高められている可能性

図 1. スギ人工林試験区における 

土壌間隙水の NO3
--N 鉛直濃度分布 



 

 

図 2. FRRF 法による霞ヶ浦湖

心での藻類 1 次生産

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サブテーマ 2 

湖沼における

物質循環と生態

系機能と環境因

子の連動関係の

定量的評価に関

する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

サブテーマ 3 

沿岸域におけ

る生態系機能と

環境因子の連動

関係の定量的評

価に関する研究 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
霞ヶ浦等湖沼を対

象にフィールド調

査と室内実験等を

開始し、湖水柱と底

泥での物質循環と

微生物（藻類、バク

テリア等）活動の連

動関係を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
谷津干潟等の沿岸

域を対象に、野外調

査、操作実験や室内

実験を実施し、一次

生産者の変化や侵

入種による優占現

象が干潟の生態系

機能に及ぼす影響

を検討する。 
 

を国内で初めて確認した。その要因として，下層植生の吸収作用

と土壌集積有機物（下層植生やスギのリター）の質的変化（特に

C/N 比）による土壌微生物の窒素資化作用への影響が示唆される。

本調査結果は，森林管理（強度間伐による荒廃人工林の針広混交

林化）が窒素飽和の改善をもたらす可能性を強く示唆するととも

に，現在の森林政策の大きな流れとなりつつある針広混交林化を，

水質保全機能の向上という観点から更に促進するものと考えられ

る。 
 
本年度は，計画に沿ったフィールド調査の実施と微生物関係の

測定法の開発に重点を置いた。放射性同位体を使用しない藻類 1
次生産量をリアルタイムで測定できるアクティブ蛍光法（FRRF
法）を採用して，湖沼での藻類 1 次生産量を測定した（図２）。ア

オコが大発生した地点では 1 次生産が低いことがわかった。霞ヶ

浦底泥の微生物多様性をクローンライブラリー法により解析し

た。いずれの試料でも深さ 4-6cm で亜硝酸酸化細菌の Nitrospira
属細菌が優占していた。凍結保存サンプル等を使って，アオコを

形成する藍藻ミクロキスティスの動態を特異的プライマー法によ

って明らかにした。2004 年以降，当該藻類の数密度は急上昇した。

底泥間隙水中の糖類組成と動態を評価した。2005 年秋-2006 年春，

2cm 以深で糖類濃度が激増したが，2007 年夏には急激に減少した。

湖水柱での藍藻と底泥中の糖類の動態に関連性が示唆された。 
 
 
 
かつては一連の前浜干潟であり，現在でも底質の鉱物組成や供給

される海水組成がほぼ等しい千葉県の谷津干潟と三番瀬干潟を研

究対象とし，アオサ類によるグリーンタイドの発生が生態系機能へ

及ぼす影響の定量的評価を目標として研究を開始した。特に目視で

は困難とされるアオサ類の種組成とそれに伴う生物季節性（フェノ

ロジー）に留意して，これまでに採集した生物種の同定と定量を行

っている。その結果，両干潟におけるグリーンタイドの発生期間と

発生量が大きく異なったこと，アオサ類や生息する他の生物の種構

成も大きく異なることが確認された。一方，底質環境については，

間隙水中の栄養塩濃度等に両干潟間の差が確認されただけでなく，グリーンタイドが衰退する時期に増加する項

図 3. アオサ類衰退期(上)と繁茂期

(下)の底質酸化還元電位の垂直プロ

ファイル 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目も複数確認され，グリーンタイドの底質環境への影響が示唆された（図３）。これらの結果より，侵入種ミナ

ミアオサによる優占現象であるグリーンタイドが，干潟の生態系機能に及ぼす多面的な影響についてさらに研究

を進めることが必要であることが示された。 
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H23 年度はタイ・ウボンラチャタニ県のメコン流域にあるシリントーン・ダム貯水池にて底泥と湖水の予備

的調査を現地大学（ウボンラチャタニ大学）、またダム貯水池を管理するタイ水産局と共同で実施した（サブテ

ーマ１＆２）。またこれまでに採集した淡水魚の耳石のうち、メコンの代表的水産有用種であるコイ科回遊魚

Siamese mud carp (Henicorhynchus siamensis)の耳石について元素分析をほぼ終了し、いくつかの知見を得た

（サブテーマ３）。エビ養殖等で破壊されたベトナムのマングローブ再生候補地を現地調査した（サブテーマ４）。 
 
 
 
得られた底泥サンプルを分析した結果、シリントー

ン・ダム貯水池の底泥での微生物活性（リン酸無機化

酵素等）と底泥中のリン含量とは、ともに日本のため

池で測定した値と比べて有意に低いこと、また全体的

に底泥のリン含量と微生物活性との間に正の相関があ

ることなどが分かった（図４; IP=無機態リン, PA＝フ

ォスファターゼ）。また底泥の粒径組成や鉱物組成、同

位体・元素濃度等を測定し、底泥成分の輸送メカニズ

ムや水質形成への寄与率の解明を行うための分析フロ

ーチャートを作成した。 
 
 
上記シリントーン・ダム貯水池では湖水も採取し定

量 PCR による分析を行った。本ダム湖からは有害藻

類 Microcystis は検出されなかった。しかしウボンラ

チャタニの北西に位置するコーンケーン県の貯水池

（Kaen Nakorn）とウボンラットダム貯水池から流出

する用水路（Nam Pong）からは Microcystis が検出

された。この周辺は市街地および農地が広がっており、

周辺土地利用によってアオコ発生のリスクがあること

が示唆された（図５）。中国・武漢にある中国科学院水

図 4. タイのダム貯水池、また日本のため池底

泥から測定したフォスファターゼ（横軸）と無

機態リン（縦軸）との関係． 
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耳石解析による回
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生生物研究所で開催された国際シンポジウムで定

量 PCR を用いた Microcystis の定量法についてポ

スター発表した。 
 
 
 
メコンの代表的水産資源であるコイ科回遊魚

Siamese mud carp (Henicorhynchus siamensis)
について耳石の元素分析をほぼ終了し、いくつか

の知見を得た（図６）。具他的には１）本種が群れ

を成して回遊する回遊魚であること、２）支流を

広く回遊するが、本流を経由して他の支流にまで

回遊することはない、３）産卵のために生まれた

川に母川回帰することなどである。米国シアトル

で開催されたアメリカ水産学会にて口頭発表。ま

た Nature のニュースに研究が紹介された

（Nature 478, 305-307）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6. Siamese mud carp の耳石（150 個）の表面で測

定した微量元素濃度（Mg, Sr, Ba）から採集河川を判

別。Gam 川で採集した耳石について耳石核（▲）か

ら外縁（●）にかけての成長の軌跡を描いた。 

図 5. タイのダム貯水池と貯水池流出河川から

検出された Microcystis aeruginosa と他 2 種の

藍藻類． 



 

 

 

サブテーマ 4 

自然再生と開

発の適地選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データベース整備

と調査地選定 

 
 
北ベトナム沿岸域を対象に、マングローブ再生事業

の支援を目的とし、基盤データベース整備と現地調

査、また関係機関とのネットワーク構築を行った。

データベースは衛星画像解析等から植林候補地とな

る人工養殖池を抽出し GIS データとして一元的に整

備した（1,300 地点終了; 図７）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 7. GIS とリモートセンシングを用い、養

殖池の一元的なデータベースを整備し、潜

在的な植林候補地の抽出に役立てる。 



 

 

１.５ 今後の研究展望 

 プログラム全体としての観点から今後展開が求められる案件は：①定量手法の先端化を図ること；研

究成果の新規性・独創性を向上させるために生態系機能や環境因子に対して新規的かつ簡便な定量手法

の更なる開発が必要である，②プロジェクト内サブテーマの更なる連携を図ること；プロジェクトは慢

性的高負荷条件にある流域（プロジェクト１）とアジアの大河川広域スケール（プロジェクト２）とい

う共通の切り口で各々のサブテーマ間の連携が取られているが，この連携を支える具体的な取り組みの

在り方を絞り込む必要がある，③プロジェクト間の更なる連携を図ること；現時点でプロジェクト間の

連携はある程度取れているが，今後，プロジェクト２が メコン河で精力的に調査を行う際に，両プロ

ジェクトが互恵的に進展できるような枠組みや連携・方向性を具体的に構築する必要がある，④生態系

機能と生物多様性の関係を評価する方向性・方法を検討する；今後，機能と多様性の関係をどのように

評価するかについて具体的な方法論を展開する必要がある。 

 

１．６ 自己評価 

 本プログラムはセンター横断型プログラムのため，研究の立脚点や方法論にかなり隔たりを持った研

究者メンバーの集合体という形でプログラムはスタートした。現時点では，討議・討論を経て，プロジ

ェクト・サブテーマ間およびプロジェクト間での連携は相当に高まってきた。 今後は，当該連携が研

究成果に直接的に結び付くような仕組みを考え出さなければならない。また，プログラム構成研究者で

は対応できない研究テーマも見えてきた。積極的に信頼がおける外部研究者との連携を図ることも視野

に入れる必要がある。 

 具体的な研究成果は，東北大震災の影響のため，想定したレベルに達しなかったと判断する。今後，

このハンディを乗り越え，着実に成果を積み上げてゆく。 

 

２． 誌上発表及び口頭発表の件数 

（件） 

 書籍 口頭発表 特許等 

査読なし    査読あり 

  4        15 

 

3 

  国内      国外 

   24                6 
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（付図） 流域圏生態系研究プログラムの概要 

先導PG「流域圏の生態系機能とその健全性の評価に関する研究」

PJ2:「戦略的環境アセスメント技
術の開発と自然再生の評価」

PJ1:「流域圏における生態系機
能と環境因子の連動関係」

Sub1: 陸域自然生態系（森林域）
（大気降下物、種の多様性等）

Sub2: 湖沼生態系
（微生物群集、底泥、生物生産等）

Sub3: 沿岸域生態系
（侵入種、生物生産、種の多様性等）

生態系機能・サービス⇔環境因子
（生態系や水質等を制御）

戦略的ｱｾｽﾒﾝﾄ技術 ⇔機能の健全
性、保全・再生シナリオ

Sub1:底泥分解活性評価（ダム，有機物
分解等）

Sub3:淡水魚の生態解明（メコン河，回
遊・養殖等）健全性指標の在り方

広域ｽｹｰﾙ手法の応用
改善ｼﾅﾘｵの知見
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注）同一論文が、複数の項目に重複して掲載されている場合がある。 
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